
成長戦略

JＲ東日本グループの事業セグメント

68% 14% 3%運輸 流通・サービス 不動産・ホテル その他

めざす姿
「究極の安全」を追求し、JR東日本グループの基盤である
「お客さま・地域の皆さまからの信頼」に応えます。また、
安定した輸送と品質の高いサービスをすべての人へ提供
し続けることで、活力ある社会に貢献します。

ビジネス
新幹線  在来線  バス  車両製造

グループ会社
ジェイアールバス関東（株）
ジェイアールバス東北（株）
東京モノレール（株）
（株）JR東日本びゅうツーリズム＆セールス
JR東日本レンタリース（株）
（株）JR東日本ネットステーション
（株）JR東日本テクノハートTESSEI
（株）JR東日本運輸サービス
（株）JR東日本環境アクセス
（株）JR東日本ステーションサービス
JR高崎鉄道サービス（株）
JR水戸鉄道サービス（株）
JR千葉鉄道サービス（株）
（株）JR東日本テクノサービス
JR盛岡鉄道サービス（株）
JR秋田鉄道サービス（株）
JR新潟鉄道サービス（株）
JR長野鉄道サービス（株）
JR東日本リネン（株）
（株）JR東日本サービスクリエーション
（株）JR東日本建築設計
JR東日本ビルテック（株）
ユニオン建設（株）
（株）日本線路技術
（株）総合車両製作所
JR東日本テクノロジー（株）

グループ会社
（株）JR東日本クロスステーション
（株）紀ノ國屋
JR東日本東北総合サービス（株）
（株）JR東日本商事
（株）ジェイアール東日本物流
（株）JR東日本スマートロジスティクス
（株）ジェイアール東日本企画
JR東日本メディア（株）
（株）オレンジページ
台灣捷爾東事業開發股份有限公司
捷福旅館管理顧問股份有限公司
台灣捷爾東健身事業股份有限公司
JR East Business Development SEA Pte. Ltd.　
JRE Business Development UK Ltd. （2024.6.21～）
Decorum Vending Ltd. （2024.7.22～） 
JRE Ventures Pte. Ltd.（2024.4.1～）

めざす姿
個別ニーズに応じた多様なサービスを提供します。また、
JR東日本グループだからこそできる「地方創生」を推進
していきます。

ビジネス
リテール  広告・出版  海外  

グループ会社
（株）アトレ
（株）ルミネ
（株）JR横浜湘南シティクリエイト
（株）JR中央線コミュニティデザイン
ジェイアール東日本商業開発（株）
（株）錦糸町ステーションビル
（株）千葉ステーションビル
（株）JR東日本青森商業開発
JR東日本新潟シティクリエイト（株）
（株）ステーションビルMIDORI
（株）JR東日本ビルディング
日本ホテル（株）
仙台ターミナルビル（株）
盛岡ターミナルビル（株）
秋田ステーションビル（株）
JR東日本スポーツ（株）
（株）ガーラ湯沢
（株）ジェイアール東日本都市開発
JR東日本不動産投資顧問（株）
JR東日本不動産（株）（2024.7.1～）

めざす姿
日常生活における快適性や利便性をさらに高める「くらし
づくり・まちづくり」を推進していきます。

ビジネス
不動産保有・活用  不動産回転  マネジメント  

グループ会社
（株）JR東日本情報システム
（株）JR東日本マネジメントサービス
（株）JR東日本パーソネルサービス
（株）JR東日本グリーンパートナーズ
（株）ビューカード
JR東日本コンサルタンツ（株）
JR東日本メカトロニクス（株）
日本コンサルタンツ（株）
GATES PCM CONSTRUCTION LTD.
JR東日本エネルギー開発（株）
新宿南エネルギーサービス（株）
（株）えきまちエナジークリエイト
JR東日本スタートアップ（株）

ビジネス
Suica・金融  海外鉄道  エネルギー  建設  

生活ソリューションモビリティ

営業収益
構成比

営業収益
構成比

営業収益
構成比

営業収益
構成比 15%

※  2024年度よりJR東日本スポーツ（株）及び（株）ガーラ湯沢を「流通・サービス」から「不動産・ホテル」へ、捷福旅館管理顧問股份有限公司を「不動産・ホテル」から「流通・サービス」へ 
セグメント変更
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成長戦略

運輸事業

　私たちは経営のトッププライオリティである「安全」をＪＲ東日本グループの社員一
人ひとりの安全意識によって積み上げるとともに、輸送品質・お客さまサービスを着実
に改善することで、お客さまからの信頼をいただいてきました。この信頼がグループの
さまざまな事業の基盤となっています。
　現在は、2024年度から始まった安全の5ヵ年計画「グループ安全計画2028」のもと、
グループ全体で安全レベルの向上に取り組んでいます。
　昨今、DX含め、さまざまな技術がめざましい進展を見せています。鉄道などのモビ
リティも、新しい技術を取り入れ、また運賃料金をはじめとした諸制度の枠組みを変え
ることで、飛躍的に進化できます。お客さまにとってより便利で安心でき、働く人にとっ
てより安全でやりがいを感じられる、持続可能なモビリティ事業への変革を続けます。
　運輸セグメントは、新幹線・在来線・モノレール・バス・BRTによる都市間や地域の
足となる多様な輸送手段のネットワークと、それを支える車両により、高品質のオペレー
ションに裏打ちされた輸送サービスを提供しています。また、鉄道オペレーションの基
盤となる知識と技術、製品を国内外に展開しています。
　これまで培ったノウハウと新たな技術を融合させ、より高い価値をより持続可能な
手段で提供し、社会に貢献し続けます。

代表取締役副社長
鉄道事業本部長
安全統括管理者

渡利　千春

外部環境  

新幹線ビジネス 在来線ビジネス 

バスビジネス 車両製造ビジネス 

 成長戦略
　1982年の東北･上越新幹線の開業以
来、安全･安定輸送の実績とお客さま、地
域の皆さまからの安心･信頼を礎とし、
「DX」「融合と連携」「人材育成」を推し進
め、新幹線サービスの絶えざるブラッシュアップ、新技術実装
や構造改革を通じた仕事のしくみを変革することで、スピー
ディー･スマート・サステナブルな事業運営を実現します。

 重点取組み施策
「究極の安全」の追求
••  新幹線輸送の大前提である「安全」を高め、究め続ける
••  大規模地震での被害を限りなく低減させるため、高架橋柱
や電化柱の耐震補強、車両の逸脱防止対策を推進

••  過去の輸送障害に関し、社内での調査検証とともに、外部
機関の協力も得て原因究明し、有効な再発防止対策を実施

新たな価値創造と需要喚起
••  敦賀延伸を契機に利便性が高
まった北陸エリアや、新型車両
E8系を投入した山形新幹線
沿線をはじめ東北エリアを中
心に、地域と連携し首都圏と
地方の双方向の観光流動を創造

••  東北や上信越エリアの知られざる魅力を発掘発信し、イン
バウンド需要を拡大

業務の変革とサステナビリティの推進
••  「線路設備モニタリング車」の導入などスマートメンテナン
スを本格的に開始し、新幹線輸送の安全性と正確性のレ
ベルアップに取り組むとともに、労働人口の減少に対応し
た仕事のしくみづくりを推進

••  新幹線のドライバレス運転実現に向けた技術開発を推進

 成長戦略
　「究極の安全」の追求を前提に、中央
快速線へのグリーン車導入などにより、お
客さまの着席ニーズに応えます。また、ド
ライバレス運転技術の推進や検査・工事
の省力化の実現に向けた新たな技術の積極的な導入による
サステナブルな鉄道事業運営をめざします。

 重点取組み施策
「究極の安全」の追求
••  安全基盤を強固にし、本質をふまえ安全を先取る
••  リスク評価に基づき優先順位を付けた安全設備の整備、
ヒューマンエラーの減少に寄与するシステム化等を推進

輸送サービスの進化
••  インバウンドを含めたお客さま
のニーズに応える目的地の創
出や、のってたのしい列車によ
る「移動の楽しみ」の提供によ
り、鉄道需要を増やす

••  首都圏では中央快速線へのグリーン車導入など、お客さま
の着席ニーズに応えたサービスを提供

サステナブルな鉄道をめざして
••  鉄道オペレーション全般への提案・支援型ＡＩの導入、モニタ
リングや点群などのデータ活用、高所点検などへのドローン
の活用など新技術を用いた検査・工事の省力化を実施

••  ワンマン運転の拡大やドライバレス運転に向けた挑戦な
ど、効率的なオペレーション体制を構築

••  オフピーク定期券の利用促進による混雑緩和や他の鉄道
事業者と連携し柔軟な運賃・料金制度の実現

 成長戦略
　安全・安定輸送のレベルアップを図り、
グループ外も含めた連携強化による利益
最大化をめざします。

 重点取組み施策
••  他のバス事業者との共同運行などによりJRバスブランド
の輸送力を拡大し、効率的に収益拡大

••  JRバス関東とJRバス東北の共同運行、乗務員の乗り継ぎ
運行の拡大、要員・車両の相互融通などにより、運行の効
率化や働き方改革を実現

••  鉄道との連携を一層深度化し、旅客需要の一層の取り込
みやサステナブルな地方公共交通の構築を実現

 成長戦略
　ステンレス車両ブランド「sustina」のさ
らなるコスト競争力強化による受注拡大を
めざします。

 重点取組み施策
••  車両のマスマーケット（国内の都市鉄道・地方鉄道、海外
の鉄道）に幅広く受け入れられる仕様を基本とし、柔軟に
追加仕様を提案できるビジネスモデルに変革

••  JR東日本と連携して、sustina専用工場である新津事業所
の操業度を平準化し、一層のコストダウンを実現すること
で競争力を強化

•• 少子化に伴う生産年齢人口の減少により、お客さまの減少や仕事の担い手不足という2つの大きな課題に直面
•• インバウンド需要は、2024年度以降も中長期的に増加基調を見込む
•• 鉄道運輸収入は、コロナ禍を脱して定期収入は安定し、定期外収入はインバウンドを含めた観光需要で増加を見込む
•• 物価高騰、労務単価上昇などのコスト増加圧力が今後も続くと想定
•• 車両製造については、新車への投資が抑制傾向である一方、既存車両の改造工事に対する需要は堅調
KPI

2024年度（前年度比） 2027年度

当社グループに起因する 
鉄道運転事故 0件（△4件） 0件

重大インシデント 0件（±0件） 0件

鉄道運輸収入 17,550億円（+784億円） 約17,800億円

鉄道事業固定資産回転率 0.35（±0） 0.35以上

数値目標（経済価値）
2024年度業績予想（前年度比） 2027年度目標

営業収益 19,350億円 
（＋813億円、104.4％）

20,190億円

営業利益 1,880億円 
（＋172億円、110.1％） 

1,780億円

EBITDA
4,880億円 

（＋290億円、106.3％） 
4,950億円

ROA 2.6％（＋0.2pt） 2.3％

ROA（R=EBITDA） 6.7％（＋0.3pt） 6.5％

事業を通じた社会課題の解決（社会的価値）

スマートメンテナンスの推進と他事業者への展開
　将来の生産年齢人口の減少を見据え、ICTなどの先端技術を活用
することで鉄道事業におけるメンテナンス作業を効率化するスマート
メンテナンスを推進しています。
　電気設備では、車両搭載カメラやセンサから得られるデータにより
現地の設備状態を確認する「架線設備モニタリング」や「信号ボンド
モニタリング」等の導入を進めています。
　線路設備では、「線路設備モニタリング装置」で線路状態を把握し
ていますが、JR東日本グループの（株）日本線路技術が複数の鉄道事業者間で共通使用できるシステム「RAMos＋®」を国内
で初めて開発し、効率的に保守するためのアプリを相互に活用するなど、他鉄道事業者にも展開しています。
　車両メンテナンスにおいても、独自開発した「車両データ分析アプリ」を他鉄道事業者に販売し、車両センターでアプリの
保守も受注しています。
　これらスマートメンテナンスの他事業者への展開や、共同での技術開発を行うことで、効率化や開発コストの低減に取り組
み、鉄道業界全体のサステナブルなメンテナンス体制構築に挑戦しています。

安全安心なインフラを社会のために 新たな技術とサービスを社会のために（イノベーション）

「RAMos＋®」による他事業者との共通使用イメージ

常務執行役員
新幹線統括本部長

池田　裕彦

代表取締役副社長
鉄道事業本部長

渡利　千春

ジェイアールバス関東
株式会社社長

小塙　隆一

株式会社総合車両
製作所社長

照井　英之
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通常の通勤定期券より割安で、 平日朝のピーク時間帯以外にご利用いただける、新しく画期的な「オフピーク定期券」。 
混雑緩和の実現という大きな社会課題の解決に向け、お客さま・導入企業・JR東日本グループそれぞれにとって利点の
あるサービスを策定・実現するまでには、どのような道程があったのでしょうか。 

「オフピーク定期券」の概要  
　「オフピーク定期券」は、平日朝のピーク時間帯以外にご
利用いただける定期券で、通常よりも約10%割安なSuica
通勤定期券です。対象駅の通勤ラッシュ時間帯（平日朝8時
台中心）にピーク時間帯を設定し、ピークシフトを促すこと
で、混雑緩和をめざすサービスとなっています。

特徴  
① 価格が通常の定期券と比べて安い 
現在は通常の定期券と比べ約10%割安な価格設定となっており、2024年10月か
らは割引率を15%へ引き上げます。2024年3月から実施している「オフピーク定期
券」購入時のJRE POINT5％付与と合わせると、さらにおトクになります。

②  東京の電車特定区間が対象
エリアとなる

JR東日本の東京の電車特定区
間内で完結となる区間であれば
対象となり、私鉄や地下鉄にまた
がるSuica定期券においても適用
されます。ただし、オフピーク定期
運賃はJR線のみ適用となります。

導入によって解決される課題  
　「オフピーク定期券」の導入により、お客さまと企業双方に
とってさまざまなメリットが期待されます。
混雑緩和による安心・快適な通勤環境の提供
•  オフピーク通勤に切り替えることで、混雑による身体的・心理的負担が軽減され、
労働意欲の向上や時間の有効活用が期待できる

•  仕事の特性上やむをえずピーク時間帯に通勤しなければならないお客さまにとっ
ても、その他のお客さまがピークシフトすることで乗車率が下がり、これまでより
も利用しやすい通勤環境を維持できる

通勤手当の抑制
•  通常よりも割安な価格で購入できるため、大きなコストダウンが見込める
•  業務の特性を踏まえ、一部の従業員にのみ当サービスを導入している企業事例
もあり、各社の実情に合わせた段階的な導入が可能

優秀人材の維持・確保に寄与
•  多様な働き方を認め推進する職場環境により、従業員の満足度向上や採用場面
での競争力強化につながる

現状の課題と今後の展望  
　「購入率17%」という目標に対し、現在の購入率は約半分程
度であるため、割引率を引上げ価格インセンティブをさらに付
与することで購入者を増やすことと、商品内容の宣伝・周知を
これまで以上に強化していくことを重視しています。また、東京
都の「スムーズビズ」や経済団体と協力しながら企業に「オフ
ピーク通勤」を働きかけていくなど、時差通勤やテレワークな
どの多様な働き方を推進できる社会づくりを引き続き進めて
いきます。

「オフピーク定期券」で実現する持続可能な鉄道運営
　「オフピーク定期券」は平日朝のピーク時間帯以外にご利
用いただける定期券で、通常の通勤定期券より約10%割安
な価格でご提供しています。ピーク時間帯は、1日の中でご
利用が集中する平日朝の8時台を中心に、対象駅のご利用
状況に合わせて設定しています。
　これまで平日朝の通勤時間帯の混雑緩和施策について
は、「輸送力」を増やすために列車本数や車両の増加、湘南
新宿ラインのような直通運転の実施など、主に設備投資によ
るハード面の増強を中心に行ってきました。ただし、設備投
資には多額の費用と時間がかかるため、当社だけの取組み
ではお客さまのニーズに十分にお応えできないところもあり
ました。また、コロナ禍によってお客さまはこれまで以上に
「混雑緩和」や「三密回避」を志向されるようになり、テレワー
クやオンライン会議のように、お客さまの働き方や通勤スタ
イルが大きく変容しました。これらを踏まえ、混雑緩和対策
もハード面だけでなく、ソフト面の「ピークシフト」を促す取
組みとして、「オフピーク定期券」のサービスを開始しました。
　本サービスは、「経営体制の抜本的な強化」の取組みとし
て位置付けられると考えています。オフピーク通勤が広まる
ことによって、当社にとってはコスト構造の柔軟化につなが
ります。中長期的に見ると、列車の車両数や本数の削減、駅
係員の配置の平準化など、当社グループのリソースをより適
切に配分するための足掛かりにもなると言えます。お客さま、
導入企業それぞれにメリットを感じていただきつつ、当社の

持続可能な鉄道運営と良質なサービスの提供に寄与するこ
とが見込まれることから、今後も「オフピーク定期券」の普及
に邁進していきます。

行動変容を促す「商品」を通じて社会課題の解決に挑む
　「オフピーク定期券」の導入にあたっては、実に多くの難題
を乗り越えてきました。鉄道運賃は総括原価方式のもとでの
上限価格制が取られており、上限価格の変更を伴う運賃改
定には国の認可が必要です。「オフピーク定期券」のように上
限の範囲内で値下げする分には「届出」による手続きが可能
ですが、値下げだけでは当社としては減収になります。そこ
で、通常の通勤定期券は1.4％値上げし、「オフピーク定期券」
は10％値下げすることで「増収とならないことを前提とした
運賃改定」として、手続きの簡素化を国に要望してきました。
　これにより、国は運賃改定手続きの簡素化を定めた処理
方針を示し、当社はその方針に基づき、簡易な手続きで変動
運賃制を認可申請することで、「オフピーク定期券」の発売
に至りました。国と繰り返し協議を重ね、苦労の末、現行制
度を改善したという経緯があります。
　発売開始にあたっては類例のない新しいサービスであっ
たため、当社社員への教育だけでなく、関係する鉄道各社に
向けた取扱いの周知、ピーク時間帯のポスター掲示の依頼
など、各所への調整に苦労しました。また、お客さまに少しで
も早く認知していただけるように、ポスターやパンフレット、
特設サイト開設などの広告宣伝にも注力しました。

「オフピーク
定期券」 
購入者への
アンケート 
調査結果

　鉄道業界として初めての取組みということもあり、お客さ
まの反応はさまざまだったように思います。混雑緩和という
社会課題解決に対する意義のある取組みではありますが、
お客さまが行動を変えるには動機が必要です。当社としては
「オフピーク通勤」することで、経済的インセンティブが生ま
れるようピークシフトに資する商品を設定することが重要だ
と捉えています。お客さまの行動変容を促す商品・サービス
を提供することができるのは、私たち事業者です。社会の変
化に対応したサービスを提供し、企業・お客さまのご理解と
ご協力、また国や自治体のより一層の支援を得ながら進め
ることで、混雑緩和という社会課題を解決することができる
と考えています。
　サービスを開始して約1年が経過した時点での購入率は
8%程度となっており、目標とする購入率の約半分で推移して
いる状況です。ユーザー数としては20万人を超えております
が、目標に対してはいまだ乖離があります。今後は企業への
働きかけを強化し、本サービスにより新たにオフピーク利用
するユーザーを増やしていくことを重視しています。

JR東日本グループや業界を超えた議論の進展をめざして 
　2024年10月からは割引率を15%に引き上げ、価格差をさ
らに拡大することで、「オフピーク定期券」の購入率上昇をめ
ざしていきます。特に、多くの企業が通勤手当を支給している
ことを踏まえると、企業側のインセンティブとなるよう、値下
げすることが必要と考えています。加えて、詳しい商品性に
ついてもこれまで以上に情報発信していきます。例えば、ピー
ク時間帯の判定は入場時のみであること、また、15%の割引
率の場合、月に3～4回程度はピーク時間帯に入場しても「オ
フピーク定期券」の方が割安となり、緊急の業務対応による
ピーク時間帯の出勤も可能であることなど、導入のハードル
が下がる利点についても、積極的に発信していきます。
　また、今回の「オフピーク定期券導入と通勤定期券の値上
げ」を可能とした背景には「鉄道運賃・料金制度のあり方に
関する小委員会の中間とりまとめ」を受けた「国の通達発
出」があり、総括原価方式によらず運賃の上限を変更するこ
とは長い鉄道の運賃・料金制度の歴史の中で初めてのこと
でした。国に働きかけてしくみを変えるという新しい挑戦が
できたことは、鉄道業界にとってエポックメイキングなことで
あると捉えており、今後は硬直的な運賃料金制度の柔軟化
について、国や他事業者を巻き込んでさらに議論を進めて
いけたらと考えています。

価値創造事例　

鉄道事業者としての使命と 
持続可能な鉄道運営を見据えて

オフピーク定期券 

東日本旅客鉄道株式会社
鉄道事業本部　モビリティ戦略部門　副長（チーフ）

内山　拓也

成長戦略

オフピーク定期券は運賃・料金制度の柔軟化の風穴 

　2024年4月、約四半世紀ぶりに鉄道運賃水準の算定
根拠となる収入原価算定要領の一部が改正されました
が、運賃・料金制度そのものの見直しには至っておりま
せん。お客さまに今より便利に、快適に鉄道をご利用い
ただくため、シンプルかつ柔軟な運賃・料金制度の実現
に向けて、引き続き国に要望してまいります。なお、当社
は改正後の算定要領に基づき収入・原価を精査しており、
条件を満たせば運賃改定の認可申請を行う予定です。お
客さまに安全・安心・快適なサービスを提供するために
必要な設備投資を実施し、サステナブルな鉄道運営に貢
献していきたいと考えています。

Pick Up

成長戦略
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成長戦略

流通・サービス事業

　JR東日本グループでは、「モビリティ」の駅や列車、「生活ソリューション」のエキナ
カやショッピングセンター等を、日々多くのお客さまがご利用になります。こうしたご利
用により集まる「移動」「消費」「決済」等のグループ固有の資産であるさまざまなデータ
を活用することで、中長期ビジネス成長戦略「Beyond the Border」で掲げたマーケッ
トインの事業戦略を実践していきます。
　そのために、既存ビジネスにおいては、エキナカ・広告などの商品・サービスの展
開におけるデータマーケティングを実施するだけでなく、デジタルを活用した事業の効
率的な運営、さらにシンガポールに設立したCVCを通じた東南アジアを中心としたス
タートアップとの連携で事業シナジーをつくり出すことにより、収益性を高めていきま
す。また中長期的には、JRE POINTによりライフタイムバリューを向上させていきます。
　新規ビジネスにおいては、JRE MALLや列車荷物輸送「はこビュン」で、競合と差別
化したJR東日本グループらしいビジネスとして確立すること、海外事業では、TOD（公
共交通を中心としたまちづくり）プロジェクトへの参入をめざし、駅近隣商業施設の運
営などに挑戦してまいります。

常務取締役
マーケティング本部長

中川　晴美

外部環境  

リテールビジネス 広告・出版ビジネス

海外ビジネス

 成長戦略
　エキナカ空間に統一されたコンセプトの
もと、さまざまな商品・サービスを取り揃え、
「交通の拠点」という役割を超えて、駅を
“つながる”「暮らしのプラットフォーム」へ
転換する「Beyond Stations構想」を展開していきます。
　また、駅施設の活用や駅業務との連携により損益分岐点
を下げ、小さな商圏でも成立するモデルの確立、グループ内
に物流会社を持つ強みを踏まえたサプライチェーン全体の
最適化やシステム構築による業務の可視化・効率化による
コストダウンにも取り組んでいきます。

 重点取組み施策
新たなチャレンジによる収益拡大
••  NewDaysは駅立地出店に加え、エキソト立地を含めた出
店拡大を進める

••  予約・預入・受取・発送の1台
4役の機能を有する多機能
ロッカー「マルチエキューブ」の
事業拡大を進める。JR東日本
の持つネットワークの活用、他
社との提携等を通じて、2026
年度を目途に1,000台設置を
めざす

••  「はこビュン」「はこビュンQuick」のネットワーク・輸送量・
サービス拡大に取り組むことで、地域産品を通じた魅力発
信に加え、物流の2024年問題やCO2排出量削減といった
社会課題の解決の一助となることをめざす

既存事業のブラッシュアップ
••  首都圏エリアで特に高い収益率が見込める店舗のリニュー
アルを積極的に進める

••  JRE MALLでは、ふるさと納税の出店自治体数の拡大や
当社オリジナル返礼品に加え、鉄道の仕事体験や撮影会
のイベントチケットの販売を開始するなど、JR東日本グルー
プならではの独自性の高い商品を展開していく

 成長戦略
　グループ内のあらゆるメディアの価値最
大化を図るため、リアル・バーチャル両面
で「融合と連携」を進めていきます。デジタ
ル広告の伸展の反面、交通広告がピーク
時から大きく落ち込むなど厳しい現状を受け、新たな技術を
取り入れながら構造改革を進め、オリジナルビジネスモデル
を確立し、外部キャッシュインの増大、お客さまのライフタイ
ムバリュー向上にチャレンジしていきます。

 重点取組み施策
メディアの価値向上
••  OOH（交通・屋外広告）統合マーケットプレイス「MASTRUM」
では、独自データなどによるメディアの可視化とともに、プ
ログラマティックな販売やグローバルな商流開発などによ
り、収益の拡大に取り組む

••  「Beyond Stations構想」に基づき、新宿駅、秋葉原駅、
上野駅など新たな媒体の設置・開発を進め、駅空間のイ
マーシブ化を図る

••  TVクオリティのオリジナルコンテンツを配信する「TRAIN 
TV」により車両メディアを活性化させる

ソーシャルビジネス
••  観光庁「特別な体験の提供等によるインバウンド消費の拡
大・質向上推進事業」事務局業務や、自治体・地域事業者
とも連携した地方創生・地域活性化事業の収益化を図る

 成長戦略
　日本国内での実績・経験を活かして、台
湾、シンガポールなどのアジアを中心に
TODビジネスモデルの確立をめざします。
海外においても、鉄道利用者の利便性の
向上と沿線の発展に貢献していきます。

 重点取組み施策
TODビジネスモデルの確立
••  2024年3月に事業を継承したマレーシア「J’s Gate Dining」
を含め、駅近隣商業施設運営事業の収益拡大を図る

••  タイ、インドネシア等での駅ビル改装・駅周辺不動産開発
プロジェクトへの参画を検討する

海外現地日本ファンに向けた地域と連携した取組み
••  現地日本ファンに訴求するSCやホテル・フィットネスジム
などの海外事業拠点を活用した日本の地域プロモーション
受託事業を拡大する

•• 人口減少、WEB会議やリモートワークの定着により、お客さまの移動のあり方、消費行動が変化
•• コロナ禍において、加速度的にデジタル技術が進歩し、ECやWEB広告の市場規模が拡大
•• 海外では日本ファンの拡大、日本産品の消費が拡大傾向にあり、中長期では新興国市場での消費拡大も見込まれる

KPI
2024年度（前年度比） 2027年度

リテール営業収益 2,900億円（＋105億円） 3,200億円

交通広告営業収益 310億円（+31億円） 430億円

数値目標（経済価値）
2024年度業績予想（前年度比） 2027年度目標

営業収益 3,870億円
（＋73億円、101.9％）

6,540億円

営業利益 610億円
（＋69億円、112.9％）

800億円

EBITDA
780億円

（＋63億円、108.9％） 
1,010億円

ROA 15.2％（＋0.7pt） 17.9％

ROA（R=EBITDA） 19.6％（＋0.3pt） 22.6％

事業を通じた社会課題の解決（社会的価値）

中学校部活動への指導者派遣による地域社会への貢献
　JR東日本スポーツ（株）では、中学校の部活動支援を行っています。自治体の教育委員会と契約を締結し、指導者の派遣
が必要な中学校の部活動に対して指導者の派遣を行っています。
　部活動における教員の負担軽減や指導員不足といった社会課題の解決だけでなく、子どもたちに、スポーツ・文化活動の
楽しさを伝え、自ら考え挑戦する力を育み、人としての成長を促す多面的な指導を継続的に行うことで、すべての子どもたち
のスポーツや文化に対する欲求に応えられる部活動づくりに貢献しています。

活力ある社会のために

執行役員
マーケティング本部 

副本部長

竹島　博行

株式会社ジェイアール
東日本企画社長

赤石　良治

マーケティング本部
くらしづくり・ 
地方創生部門長

沢登　正行

39 40JR East Group | INTEGRATED REPORT 2024 JR East Group | INTEGRATED REPORT 2024

イ
ン
ト
ロ
ダ
ク
シ
ョ
ン

成
長
戦
略

J
R
東
日
本
グ
ル
ー
プ
の
価
値
創
造

ト
ッ
プ
メ
ッ
セ
ー
ジ

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ

デ
ー
タ

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
・
ガ
バ
ナ
ン
ス

社
外
取
締
役
座
談
会



列車荷物輸送サービス「はこビュン」 

JR東日本秋田支社の大曲駅にてお客さま案内や駅の列車運行業務を行うとともに、 
自治体などと連携し、観光振興にも取り組んでいます。秋田県の魅力を広めるために地域と連携しながら、 
「はこビュン」を通じた新たな価値創造に挑戦しています。 

「はこビュン」の概要  
　「はこビュン」は、新幹線や在来線の列車を活用した荷物
輸送サービスの名称です。荷主さまからお預かりした新鮮な
食品や医療関係品、機械類・電子部品などを、列車ならでは
の定時かつ安定した輸送で、迅速に目的地へとお届けして
います。列車を活用した輸送は、環境負荷が低いという観点
からも注目が集まっています。

特徴  
①速達性 
最高速度320km/hの新幹線や特急列車の速達性を活かし、朝に地方で収穫され
た野菜や果物を夕方には都内に輸送、販売することが可能となり、高鮮度・高付
加価値商品の輸送を実現しました。 

②高度な輸送品質 
新幹線や特急列車は多くのお客さまを快適に運ぶべく、スピードの速さと振動の
少なさを両立しています。加えて、非常に高い定時運行性を誇ります。このような
高度な輸送品質を担保に精密機器部品や医療関係品などさまざまな顧客ニーズ
に柔軟に対応しています。 

③各地に広がる鉄道ネットワーク 
JR東日本の新幹線ネットワークは、東京駅を起点に北海道・東北、山形、秋田、
上越、北陸の各方面に広がっており、このネットワークを活かし、地方から首都圏、
首都圏から地方への輸送といったさまざまなニーズに対応しています。

さまざまな施策  
　2017年に新幹線による荷物輸送のサービスを開始して以
降、さまざまな施策を実施してきました。お客さまや現場から
の声を取り入れながら、常に進化し、利便性を高めています。
客室を活用した 
多量輸送

車内販売準備室だけでなく客室を活用することで、 
より多くの輸送が可能に

JR各社との連携
JR北海道やJR西日本との連携により新函館北斗や
金沢から新鮮な商品を輸送。さらにJR各社との連携
で各地の銘品の輸送も可能に

首都圏の商品を地方へ
首都圏限定の商品を下り列車で地方都市へ輸送。 
地方都市の百貨店や商業施設で商品を販売

緊急輸送ニーズへの 
対応

発車30分前までの荷物受付で個人のお客さまも利用
できる「はこビュンQuick」の対応駅を拡大（金沢駅は
1時間前の受付）

手ぶら旅を提案
地方駅から首都圏のホテルへ、地方のホテルから東
京駅へ当日にお届けする手荷物輸送サービスを展開

途中駅ニーズへの対応
血液製剤などの医療関係品等の輸送のため、途中駅
での停車時分の調整を実施

現状の課題と今後の展開  
　ドライバー不足や環境意識の高まりなどの要因により、 
「はこビュン」への期待が高まっています。お客さまからの需
要をいただく一方で、始発・終着駅での積み下ろしや列車
への積載量には限界があります。今後は輸送能力の強化を
中心としたさまざまな施策を展開し、さらなるご利用の促進
をめざします。ヒトとモノとで地域をつなぎ、JR東日本グルー
プだからこそできる「地方創生」と「人々の豊かなくらしづく
り」を進めていきます。

他の輸送手段にはない「はこビュン」ならではの優位性とは
　「はこビュン」は、JR東日本グループが提供する列車を活
用した荷物輸送サービスであり、鉄道の速達性や高度な輸
送品質、広域ネットワークに支えられています。東日本エリ
アの魅力を発信するためターミナル駅で開催している産直
市に新幹線で鮮度の高い物産品を運べないかという発想に
より生まれました。ヒトを運ぶための新幹線や特急列車の車
内販売準備室のスペースを利用するなど、既存のインフラを
活用することで高付加価値の荷物輸送サービスの提供を実
現しています。私たちはこの「はこビュン」を、次世代の配送
サービスと位置付けています。
　主に荷物輸送はトラックや貨物列車で行われますが、ト
ラックは片道だけ荷物を運び、帰りは空荷となることがあり
ます。一方で、「はこビュン」は既存の鉄道ネットワークと列
車を活用しているため、これらの欠点を補うことができます。
さらに、物流業界が直面する
ドライバー不足や環境負荷
といった社会課題に対して
も、鉄道という比較的環境
負荷の低い輸送手段で客
貨混載とすることにより貢献
できると考えています。 

列車を活用した荷物輸送サービスの 
事業化を通じて、地方創生と人々の 
心豊かなくらしづくりに貢献
東日本旅客鉄道株式会社 
秋田支社　横手・大曲統括センター　副長

石川　希梨 

荷主さまと力を合わせて、地域の魅力を発信する 

　秋田県大仙市で清酒の醸造及び販売を行う合名会社
鈴木酒造店にて今回の取材を実施させていただきました。
鈴木酒造店には「はこビュン」をご利用いただいており、
秋田県から首都圏に名酒「秀よし」をはじめとした日本酒
を輸送しています。地域の皆さまと連携しながら、秋田県
の魅力を県外にお届けしています。

Pick Up

地域の方 と々連携しながら、地方創生に貢献する
　グループ経営ビジョン「変革2027」では、「地方を豊かに」
という目標を掲げています。「はこビュン」の事業は地域社会
の発展に寄与すると考えています。私は、首都圏のターミナ
ル駅の産直市に出張して秋田の商品を販売する業務も行っ
ていますが、その中でも朝詰めや朝しぼりの日本酒や穫れ
たての新鮮な野菜など高付加価値商品をその日のうちに販
売していることに対しては特にご好評をいただくことが多く、
流通において速達性が付加価値になることを強く実感しまし
た。また、販売時には、パンフレットやグッズの配布、特産物
の説明といった観光PRも行っています。こうした活動を実現
できているのは、「はこビュン」の運営にJR東日本グループ
の社員だけではなく、多くの地域の方々が関わってくださっ
ているからこそです。「はこビュン」のご利用を促進するため、
これまでに地域のさまざまな方々にお声掛けをしてきました。
列車による荷物輸送サービスというチャレンジングな事業で
はありましたが、皆さん興味を持って話を聞いてくださいまし
た。これはこれまで秋田県全体を盛り上げるための観光イ
ベントなどを共に実施してきたつながりがあったからだと思
います。また、JR東日本グループがこれまでに培ってきた強
固な信頼関係があるからこそ、こうした取組みが実現してい
るのだと考えています。一連の活動により、多くの方々に秋
田の良さを直接お届けすることは、地域へ訪問していただく
きっかけにもなり、関係人口や交流人口の増加につながるこ
とも期待しています。 

新幹線に日本酒を搬入

大宮駅の産直市にて新鮮な商品を販売「のもの秋葉原」にて日本酒を販売

鈴木酒造店の皆さまとJR東日本秋田支社の社員

チームワークで困難を乗り越える 
　一方で、実際に事業を展開する中では課題もあります。例
えば、お客さまの乗り降りや運行スケジュールに配慮しなが
らの短時間での列車への搬入作業、乗務員との連携が挙げ
られます。通常、「はこビュン」の列車への搬入や搬出作業は
（株）ジェイアール東日本物流など物流事業を担うグループ
会社のスタッフが担当しますが、私の管轄である大曲駅など
一部の駅にはそれらグループ会社の拠点がないため、駅社
員が荷役作業を担っています。作業効率を高めるために、社
員一同が協力し、フォーメーションを組んだりシミュレーション
を行ったりしています。人員が限られている中で迅速に作業
を行うことは常に課題ですが、「融合と連携」をもとにした駅
と運輸職場の統合による組織再編の成果も見られています。
大曲駅では、横手駅や運輸部門とも連携し、車掌や添乗社
員とともに作業を行っています。これはまさに系統を超えた
取組みの一つです。
　今後もあらゆる場面で「融合と連携」を加速しながら、単
発ではない定期的な輸送
やマーケティングによるお
客さまニーズの把握でより
多くの魅力的な商品をお
届けしていきます。また、地
域資源の活用や新たな販
路の開拓により、地域社会
との共栄をめざします。 乗務員に対し列車運行指示を伝達

成長戦略

価値創造事例　
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成長戦略

不動産・ホテル事業

　鉄道ネットワークと連動した開発、不動産事業の展開領域を拡大し、より広域な「まち
づくり」を進めます。また、グループの総合力を活かしたサービス開発で新たな価値創造
である「くらしづくり」をめざします。
　象徴的な取組みとして、2025年3月にまちびらきを予定している「TAKANAWA  
GATEWAY CITY」では、「100年先の心豊かなくらしのための実験場」をコンセプトに、
輸送サービス、生活サービス、 IT ・ Suicaサービスが連携し、グループ全体の収益力強
化を実現していきます。
　このほか、ショッピングセンター（SC）事業、オフィス事業、ホテル事業の革新、住宅事
業の積極展開を、中長期ビジネス成長戦略「Beyond the Border」の「移動の目的（地）
づくり」として進め、収益力の向上を図ります。また、不動産事業戦略として「回転」「マネ
ジメント」ビジネスにより、セグメント全体として財務健全性と両立した事業成長をグル－
プ独自の付加価値でめざしてまいります。
　また、地方創生では、青森や新潟など新駅ビル開業を地域活性化の起爆剤として、地
域一体となって交流人口の拡大にもつなげてまいります。

常務取締役
マーケティング本部長

中川　晴美

外部環境  

不動産保有・活用ビジネス 不動産回転ビジネス

マネジメントビジネス

 成長戦略
　首都圏は1970年代に形づくられた都市
の更新期にあり、JR東日本グループでも新
宿駅周辺など、「Tokyo Metropolis Project」
の名のもとに大型開発を進めています。不
動産保有・活用ビジネスでは、「駅を中心としたエリア全体
の価値向上を実現する“開発”」「ビジネスモデルの不断の変
革・国際都市東京ならではのグローバルに発信しうる価値／
魅力の創造をめざす“運営”」を推進し、不動産回転ビジネス
と一体となった不動産事業戦略により、セグメント全体として
財務健全性と事業成長を両立していきます。

 重点取組み施策
大規模開発
••  駅を中心としたエリア全体の価値向上を実現する大規模
開発として、「TAKANAWA GATEWAY CITY」は2025年
3月にまちびらきを予定、グローバルに発信しうる価値と魅
力の創造を図る

••  「大井町駅周辺広町地区開発（仮称）」（2025年度末） 
「中野駅西側南北通路及び新駅舎・駅ビル開発整備」
（2026年予定 ※商業施設は未定）等を着実に進め、グルー
プの収益基盤を強化していく

ショッピングセンター事業
••  トレンド創造、リアルならで
はの魅力追求、日本初の国
外ブランドの導入など新た
なショッピング体験をめざし
た取組みを推進していく

オフィス事業
••  「TAKANAWA GATEWAY CITY」など、新たな収益基盤
となるオフィスビル賃貸に加え、既存テナントとの関係を強
化し、安定的収入確保を図る

ホテル事業
••  ホテルチェーンとしての競
争力強化とネットワーク・
顧客層を拡大することによ
る収益の最大化を図る

 成長戦略
　「収益不動産販売事業」では社有地で
の開発・保有物件の売却推進に加え、新た
に外部不動産の取得・バリューアップ・売
却といったビジネスモデルの拡大展開とそ
の実施機能整備を進めます。「住宅分譲事業」では外部デベ
ロッパーと連携した共同事業を加速します。

 重点取組み施策
収益不動産販売事業
••  社有地での外部連携等を
活用した収益不動産開発
を進めるほか、東京圏を中
心に外部不動産を取得し、
当社独自のバリューアップ
をめざす新たなビジネスモ
デルを展開していく。なお、
販売規模は年平均200～
300億円程度をめざす

住宅分譲事業
••  包括連携協定を締結した東急不動産ホールディングス（株）
との「（仮称）船橋市場町プロジェクト」等、デベロッパーと
の共同分譲を軸とした事業展開を進める

 成長戦略
　中核となるアセットマネジメントフィー収
受に向けて、「不動産ファンド事業」におけ
る資産運用規模の拡大を進めます。また不
動産ファンドへの出資を通じ、知見の少な
い事業分野でも収益獲得を図ります。さらにセグメント全体
の価値最大化に向けて、プロパティマネジメント事業等での
競争力強化をめざすほか、モビリティを含むグループの総合
力を活かしたサービス開発等を通じて、立地優位性に加え
たグループ独自の事業展開をめざします。

 重点取組み施策
不動産ファンドビジネスの拡大
••  資産運用規模を拡大し、アセットマネジメントフィーの収益
を増やす

••  不動産ファンドへの出資を通じ、幅広く収益機会の獲得を
図る

グループの総合力を発揮
••  モビリティとの連携により、グループの総合力を活かした独
自のサービス等の開発を進める

•• 人口減少に加え、社会経済活動のデジタル化の定着により、消費行動や働き方が大きく変化
•• 不動産事業では工事費高騰のほか、金利上昇や為替変動などの不確実性あり
•• 2024年度の訪日外国人数は、コロナ前の人数を超えることも予想され、継続的なインバウンドの増加を期待

KPI
2024年度（前年度比） 2027年度

SC・オフィス・ 
ホテル営業収益 3,650億円（＋232億円） 4,400億円

不動産ファンド事業に 
おける資産運用規模

累計3,000億円（+688億円） 累計4,000億円

数値目標（経済価値）
2024年度業績予想（前年度比） 2027年度目標

営業収益 4,290億円
（＋231億円、105.7％） 

5,070億円

営業利益 1,010億円
（＋8億円、100.8％）

1,240億円

EBITDA
1,550億円

（＋3億円、100.3％）
2,110億円

ROA 4.8％（△0.5pt） 4.4％

ROA（R=EBITDA） 7.3％（△0.8pt） 7.5％

事業を通じた社会課題の解決（社会的価値）

被災地での観光農園「ＪＲフルーツパーク仙台あらはま」
　仙台ターミナルビル（株）では、東日本大震
災で被災し集団移転跡地となった仙台市荒
浜地区に「ＪＲフルーツパーク仙台あらはま」
を整備し、1年を通し旬の果物の摘み取りが
できる観光農園事業を行っています。
　震災復興・地域連携・農業振興・観光を目
的として2021年3月に開業したこの施設では
主に果樹を栽培し、ホテルや飲食店に出荷し
ています。さらに、列車荷物輸送を使用して首
都圏での販売も行っています。
　後継者不足や東日本大震災からの復興など課題が山積している中、第一次産業である農業に挑戦するとともに、地域企業
との連携を通じて6次産業化へも挑戦しています。

執行役員
マーケティング本部 

副本部長

竹島　博行

執行役員
マーケティング本部
まちづくり部門長

髙木　浩一

執行役員
マーケティング本部
まちづくり部門長

髙木　浩一

活力ある社会のために

武蔵浦和プロジェクト

大井町駅周辺広町地区開発（仮称） 中野駅西側南北通路

CoCoLo新潟

リモート接遇サービス「Remoline」
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成長戦略

TAKANAWA GATEWAY CITY 

価値創造事例　

2025年3月にまちびらきを迎えるTAKANAWA GATEWAY CITY。 
この街でJR東日本が実現しようとしていることが、徐々に明らかになってきています。 
さまざまなパートナーとの共創で、「JR東日本グループだからこそ創ることができる価値」を提供していきます。 

「TAKANAWA GATEWAY CITY」の概要  
　「TAKANAWA GATEWAY CITY」のまちづくりでは「品川
開発プロジェクト」の一環として、開発コンセプトに「Global 
Gateway」を掲げ、「100年先の心豊かなくらしのための実
験場」を構築していくことをめざしています。

開業スケジュール  

THE 
LINKPILLAR  

1

THE 
LINKPILLAR 

2

文化創造棟 
（仮称）

TAKANAWA 
GATEWAY 

CITY 
RESIDENCE

延床面積 約460,000m2 約208,000m2 約29,000m2 約148,000m2

主な用途
オフィス、ホテル、 
商業、コンベンション、
ビジネス創造施設　等

オフィス、商業、
フィットネス、 
クリニック　等

展示場、ホー
ル、飲食施設

住宅、インターナ
ショナルスクール、
商業

開業 2025年3月 2025年度中 2025年度中 2025年度中

さまざまな施策  
　「TAKANAWA GATEWAY CITY」の開業にあたり、環境・
社会・文化など、多様な視点からの施策を展開しています。

広域スタートアップ 
エコシステム

多様で先端的な知とのコラボレーションの機会や、都市
OSによる分析、多様な資金サポートの提供により、世界
中の社会課題に対するソリューションを生み出し、育て、
社会実装までサポートするしくみ

「プラネタリーヘルス」
の創出

東京大学との100年間の産学協創協定のもと、「人・街・
地球」のすべてがバランス良く良好に保たれるようなくら
しづくりをめざす取組み

分散型スマートシティ
の実現

KDDI（株）と連携してデータ基盤「都市OS※1」の 
整備

文化創造棟（仮称）の
設立

世界中に新しい文化フォーマットを提示し、「100年先に
文化をつなぐ」ための施設

エキマチ一体の 
「53 Playable Park」

高輪ゲートウェイ駅から広場にかけて、商業店舗やビオ
トープ、ボタニカル・ルーフトップを擁した都内最大級約
4haのパブリックレルム※2

CO2排出量 
「実質ゼロ」の実現

使用電力を実質再生可能エネルギー由来とし、モビリ
ティや燃料電池等の水素利活用の取組みを推進するこ
とで環境先導のサステナブルなまちづくりを推進

サーキュラーエコノミー
の実現

東日本エリア初のビルイン型バイオガス設備の導入と
CCU（二酸化炭素回収・有効利用）技術の活用

※1  街の設備や、街の人の流れや動き等に関するデータを収集・分析するデータ基盤
※2  公共的領域。所有関係にかかわらず、広く不特定多数の人々が利用し、認知する空間領域

今後の展望  
　「TAKANAWA GATEWAY CITY」を「100年先の心豊か
なくらしのための実験場」として、さらに発展させていくため
には、さまざまなパートナーや地域の方 と々共創し、シナジー
を生み出し続けていくことが重要と考えます。JR東日本グ
ループが、この街に集まってくださる人々のチャレンジや成
長につながる「場」を提供することで、この街から新たなイノ
ベーションが創出され、日本や世界に発信していけるような
しくみづくりを続けていきます。

多様な経歴を活かしてプロジェクトを推進
　私は2006年に当社に入社し、2016年から品川開発プロ
ジェクトに携わってきました。就職活動のときから当プロジェ
クトの話は聞いており、そのスケールの大きさと他にはない
まちづくりの可能性に魅力を感じて入社を志望した経緯があ
ります。入社後は駅ビルの店舗運営やテナントリーシング、
土地や高架下の不動産管理業務等を経験した後、2016年
から品川エリアの土地区画整理事業、市街地再開発事業に
従事しました。2022年4月から約1年半シリコンバレーの
ベンチャーキャピタルでスタートアップ投資の実務を学び、ま
たスタートアップとの連携による事業共創の検討など、当社
グループの社員としては珍しい経歴を歩んできたと思います。
現在は「TAKANAWA GATEWAY CITY」における広域ス
タートアップエコシステムの構築を担当しています。

歴史と信頼のブランドを持つ「JR東日本グループ」にしか
できないまちづくりを
　この壮大なプロジェクトを成功させるポイントは、当社グ
ループの持つ幅広い事業と信頼のブランドにあると考えて
います。オフィスやショッピングセンター、住宅、ホテル等と
いった多様な事業を有するJR東日本グループは、顧客との
接点が多いことが特徴として挙げられます。豊富な顧客接点
と、Suicaに集まる移動データをさまざまなリアル・デジタル
のサービスと結び付けることで、私たちにしかできない「ヒト
起点」のサービスを開発していきたいと考えています。また、

TAKANAWAから世界へ
―「ヒト起点」で推進するまちづくり―

ホップを通して幅広い世代の交流の場を創出 

　まちづくりにおいては、地域の皆さまとの連携も重視して
います。「TAKANAWA HOP WAY」では、幅広い世代の
地域の皆さまと一緒に栽培したホップを原料にビールをつ
くり、まちづくりに参加していただく契機となっています。

Pick Up

当プロジェクトはグループ会社からの出向者も多く、乗務員
経験者もいて、さまざまなバックグラウンドを持つメンバーで
構成されています。このように多様な視点からプロジェクト
を推進していける点も私たちならではだと思っています。
　さらに、日本のみならず世界から評価されている鉄道事業
への信頼も強みの一つです。安全かつ清潔に利用できる駅、
高速で正確に運行される新幹線など、国内外で培ってきた 
信頼のブランドを持っている私たちがまちづくりを推進する
という点で、当社グループならではの強みがあると自負して
います。
　現在担当している広域スタートアップエコシステムの共創
においても、こうした当社グループの強みにより企業や大学
など多彩なパートナーが集ってくださっていると実感します。

高輪産ホップを使ったビールが完成し、コミュニティメンバーで乾杯

地球規模の社会課題解決をめざして
　高輪は約150年前に日本で初めて海の上に築堤を築き鉄
道を走らせたイノベーションの地です。先人たちの想いが現
在の鉄道網になったという歴史を継承し、高輪が地球規模
の社会課題解決に貢献できる街になるよう努めていかなく
てはと考えています。生成AIの発展に見られるように、世界
では加速度的に新規事業の生成・革新が起きていて、自社
だけで新しいものをつくろうとするのは難しい状況です。グ
ループ内で完結するのではなく、パートナーと一緒に
win-winの関係をつくりながら発展していくことが、今後ます
ます求められると思います。「変革2027」でめざす「ヒト起
点」のくらし、ネットワークをつくり、多様なパートナーの皆さ
まと共創することで、「TAKANAWA GATEWAY CITY」を新
たなイノベーションを起こすチャレンジの場である「100年先
の心豊かなくらしのための実験場」としていきます。

まちづくりで拓く新たな可能性
　まちづくりは開業して終わりではありません。私が担当し
ている広域スタートアップエコシステム構築の拠点として、コ
ワーキングスペース・インキュベーション施設を設ける予定
ですが、実証実験をするパートナーやコミュニティを形成す
るために必要なしくみを整備して、パートナーとの共創をい
かにして実現していくかに尽力したいと思っています。この
「TAKANAWA GATEWAY CITY」を心豊かなくらしのため
の実験場として、さまざまなシナジーを生み出していくこと、
そしてこのプロジェクトで培われた「開発における当社のブ
ランド価値」を活かして、国内外におけるさらなるビジネス
チャンスを広げていくことが使命だと感じています。
　また、このプロジェクトを通じて、さらに新しい事業を生み
出すことのできる人材を1人でも多く育成していきたいと考
えています。このまちづくりで得た知見を活かして、グループ
全体の収益拡大に寄与する施策や新事業を生み出すマイン
ドを持った人材を育てることができればうれしいですね。

成長戦略

東日本旅客鉄道株式会社
マーケティング本部　まちづくり部門　副長（チーフ）　

元村　比翼

THE LINKPILLAR 1

THE LINKPILLAR 2
SOUTH

NORTH

TAKANAWA GATEWAY CITY 
RESIDENCE

文化創造棟（仮称）
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成長戦略

その他

Suica・金融ビジネス エネルギービジネス

建設ビジネス
海外鉄道ビジネス

外部環境
••  クラウドやＡＩ活用などＤＸの進展により、デジタルビジネス
やデータビジネスの競争が激化している

 成長戦略
　各交通事業者との連携やエリア拡大により、交通領域で
のカバレッジの拡大を進めます。あわせて、Suicaカードか
らモバイルSuicaへの移行や他社の決済手段との連携等に
よる決済手段としての機能向上、認証機能の活用を通じた
利用シーンの拡大等に取り組み、Suicaの共通基盤化、決
済・金融ビジネスの拡大を進めていきます。加えて、お客さ
まのさまざまな生活シーンとのつながりを創出することで、
Suica経済圏を拡大していきます。

 重点取組み施策
Suicaの変革
••  長野エリアへのSuica拡大、地域連携ＩＣカードの拡大によ
りシームレスなサービスを提供する

••  継続した利用促進・加盟店拡大により交通系電子マネー
を拡大する

外部環境
••  開発用地減少や建設コスト高騰の懸念がある一方、電力
自由化により電力市場の多様化が進んでいる

••  燃料価格の不確実性から再生可能エネルギーを含めたエ
ネルギービジネス戦略が求められている

 成長戦略
　グループのCO2排出量「実質ゼロ」に向けて、太陽光や風
力による再生可能エネルギー発電所の開発を進めていきま
す。

 重点取組み施策
再生可能エネルギーの開発
••  風力発電事業の開発など、消費電力における再生可能エ
ネルギーの割合を高めていく

••  洋上風力発電など新規事業にも参画し、「ゼロカーボン・
チャレンジ2050」達成と収益力を向上させる

KPI
2024年度（前年度比） 2027年度

再生可能エネルギー電源の開発 19.4万kW（＋4.1万kW） 36.6万kW

外部環境
••  労務費・材料費の高騰や技術者不足が見込まれる。また

2024年問題（働き方改革関連法）への対応も必要となって
いる

••  インバウンド需要増加、ライフスタイル多様化に伴う新たな
移動ニーズが見込まれる

 成長戦略
　グループの成長に寄与するプロジェクトを着実に推進す
るとともに、DX、技術開発等を推進し生産性の向上等をめ
ざします。さらに、グループ保有の技術力を活かし、設計業
務等の受注拡大やPMCM事業※等の新たな領域に挑戦し
ていきます。
※  プロジェクトの調査・設計・施工・運営管理等の技術力を持った会社が、事業者（発注者）の
支援を行う事業

 重点取組み施策
••  羽田空港アクセス線（仮称）整備、渋谷・品川・新宿などの
駅改良プロジェクトの着実な推進、DXによる生産性向上

外部環境
••  アジアをはじめとする新興国を中心に引き続き旺盛なイン
フラ需要がある

••  国際情勢が一段と不安定化し、地政学的リスク・世界経済
の不確実性が高まっている

 成長戦略
　当社グループの持つモビリティ、生活ソリューションの総
合力によって、高品質・高効率な鉄道インフラシステムを展
開し、アジアを中心に、より豊かなライフスタイルを提供して
いくことをめざします。また、海外プロジェクトへの挑戦等を
通じ、人材育成・技術力向上、技術・知見等の国内還元に
取り組んでいます。

 重点取組み施策
海外プロジェクトを通じた人材育成・技術力向上
••  プロジェクトマネージャー、国際標準化、商務、新分野（DX、
公共交通指向型開発）等のプロフェッショナル人材を実務
を通じて育成する

グループの総合力を活かしたビジネス展開
••  インド高速鉄道では、日本コンサルタンツ（株）（JIC）等と
共にプロジェクト推進を支援

マーケティング本部
戦略・プラット 
フォーム部門長

小古井　章

エネルギー 
企画部長

岩本　剛夫

執行役員
建設工事部長

齊藤　誠常務執行役員
国際事業本部長

三宅　俊造

••  クラウド改札システムの導入・展開や、 
さまざまなデジタルサービスのID統合を
通じて、「移動のデバイス」から「生活の 
デバイス」へSuicaを進化させる

クレジットカード・金融サービス
••  「JRE BANK」のサービスを開始し、新
たな市場でキャッシュインを拡大する

••  ビューカードのグループ内利用の拡大
を図るとともに、市中での利用促進によ
り外部収益を拡大する

デジタルビジネスの飛躍
••  デジタルサービスの顧客体験（CX）の向上に向け、統合ID
を導入する

••  リアルタイムデータを活用したデータビジネスをさらに拡大
していく

KPI
2024年度（前年度比） 2027年度

IT・Suica事業営業収益 633億円（+17億円） 759億円
Suica等交通系電子マネー月間
最高利用件数

3.25億件／月 
（+0.27億件）

6億件／月

••  ベトナムやバングラデシュ等における鉄
道コンサルティング業務（JIC）や、インド
ネシアでの技術支援を実施する。また、タ
イ・パープルライン（現地法人JTT※1）等
のO&M（運行・保守）だけでなく、2023
年にグループ会社化したシンガポールの軌道工事会社
GATES※2を足掛かりに、EPC（設計・調達・建設）の新規
案件にもチャレンジする

••  日本の鉄道技術の海外展開を促進するために、戦略的な
国際標準化活動を実施
※1 Japan Transportation Technology （Thailand） Co., Ltd.
※2 GATES PCM CONSTRUCTION LTD.

持続可能な海外鉄道ビジネスの経営
••  リスクに見合ったリターンを獲得し、持続可能な海外鉄道
ビジネスを経営する

KPI
2024年度（前年度比） 2027年度

グループ外売上高（2024年度以降の累計）107億円（+5億円）累計450億円

羽田空港アクセス線
（仮称）の計画

••  設計業務等によるグループ外からの受注
拡大

••  PMCM事業等の新たな領域へのチャ
レンジに向けた準備

KPI
2024年度（前年度比） 2027年度

グループ外売上高 83億円（+0億円） 96億円

セグメント数値目標（経済価値）
2024年度業績予想（前年度比） 2027年度目標

営業収益 1,010億円（＋99億円、110.9％） 960億円
営業利益 220億円（＋0億円、100.4%） 300億円
EBITDA 540億円（＋2億円、100.6%） 630億円

ROA 1.9%（＋0pt） 2.7％
ROA（R=EBITDA） 4.6%（△0.2pt） 5.6％

訪日研修（インド高速鉄道公社） ダッカ6号線 現地指導（JIC）

福島県 富岡復興メガソーラーSAKURA 秋田県 西目西ノ沢風力

再生可能エネルギー電源開発の推移
（万kW）
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「JRE BANK」の概要  
　「JRE BANK」は、JR東日本と（株）ビューカード※が展開し
ているデジタル金融サービスです。専用口座を介して預金や
住宅ローンなどのサービスを提供し、JR東日本グループ関
連の特典を多数用意しています。金融をテコに各種事業と
の連携を促し、グループ各社のサービスの利用促進につな
げます。
※  （株）ビューカードは、楽天銀行（株）を所属銀行とする銀行代理業者として各種契約締結の
媒介を行います。

特徴  
「JRE BANK」では、お客さまの多様なニーズに応じた幅広
いサービスと商品を提供しています。

① グループの事業領域を活かしたさまざまな特典を受け取ることができる
②アプリ一つで銀行サービスを利用できる

ご利用状況に応じた特典  
　JR東日本グループの事業領域を活かした特典の提供を
通じて、すべてのお客さまの心豊かな毎日をサポートします。
　例えば鉄道では以下の特典をご用意し、旅行や日常の移
動において鉄道をおトクにご利用いただく機会を提供します。

JRE BANK優待割引
券（4割引）

割引券1枚でJR東日本営業路線内の片道運賃及び 
片道料金を4割引します。（年間2回判定、最大年10枚
プレゼント）

どこかにビューーン！
2,000ポイント割引
クーポン

どこかにビューーン！を通常6,000ポイントから2,000 
ポイント引きでご提供します。（年間4回判定、最大年 
12枚プレゼント）

（モバイルSuica限定）
Suicaグリーン券

普通列車グリーン車を無料でご利用いただけるSuica
グリーン券をご提供します。（年間4回判定、最大年4枚
プレゼント）

特典の詳細については、こちらからご覧ください。
 https://www.jrebank.jp/top/

今後の展開  
　2024年6月には、新たな中長期ビジネス成長戦略
「Beyond the Border」を策定し、取組みの一つとして
「Suicaの進化」による新たな「デジタルプラットフォーム」の
構築をめざしていくことを発表しました。「Suicaアプリ（仮
称）」を創出し、Suica経済圏を拡大していく構想ですが、そ
の中で「JRE BANK」は大きな役割を果たします。鉄道によ
る移動データに加え、金融・決済の情報をマーケティング戦
略やサービス開発に活用していくことで、お客さまにOne to 
Oneの利便性の高いサービスを提供し、モビリティと生活ソ
リューションの「融合と連携」による相乗効果を狙います。

他の銀行にはない「JRE BANK」ならではの特徴とは
　「JRE BANK」は、（株）ビューカードが銀行代理業務を
行っています。当社は、JR東日本グループの金融を担当して
おり、クレジットカード事業を中心とした決済・金融事業を
展開しています。私は「JRE BANK」の部署立ち上げ前から
プロジェクトに参加し、現在では業務構築を担当しています。
ネットバンクサービスへの参入は、当社としてもグループとし
ても初の試みとなりますので、前例のない新規事業をゼロ
から創造する中で多くの困難が伴いましたが、2024年5月
には無事にサービスを開始することができました。
　「JRE BANK」は、「人生に体験と経験を。」をコンセプトと
し、一般的な金融機関がお客さまに提供している「資産の増加
といった価値の提供」のみならず、金融資産を預けていただ
いたお客さまにJR東日本グループの事業領域を活かした特
典の提供などを行っています。「JRE BANK」を通じてお客さ
まの利便性の向上、そして心豊かな生活の創造をめざしてい
ます。

JR東日本グループが銀行業に参入する理由とは
　JR東日本グループをご利用いただいているお客さまは、
東日本を中心として日本全国にいらっしゃいます。お客さま
との長期的なお付き合い、すなわちエンゲージメントを構築
し、かつ強化することを目的に、さまざまな施策に取り組んで
います。銀行サービスは、クレジットカードに比べお子さまか

ら年配の方まで幅広い方々がご利用になります。そのため、
Suicaと併せ長く・深いエンゲージメントの構築・強化を目
的として、「JRE BANK」を事業化しました。
　一般的な銀行のサービスの特典は、預金金利の優遇や振
込手数料の減免など金銭的な恩恵であることが多いですが、
「JRE BANK」ではそれらに加えて「JR東日本グループなら
では」の幅広い特典を提供しています。例えば、JR東日本営
業路線内の新幹線等の片道運賃及び片道料金を4割引す
る優待券やJR東日本ホテルズの対象ホテルでの特典・割
引などです。これは、お客さまにとって直接のメリットがある
のはもちろんのこと、銀行サービスを起点にJR東日本グルー
プとの接点を広げ・増やすための施策でもあります。
　JR東日本グループは鉄道事業を軸に成長してきましたが、
お客さまにとっては「JR東日本グループのサービス・商品だ
から選んでいただいている」というより、「日常の交通手段と
して意識せずご利用いただいている」という側面が強く、こ
れを課題と認識しています。そこで、特典や利便性などの付
加価値の高さが特徴の「JRE BANK」を起点に、日々の暮ら
しの中にJR東日本グループのさまざまなサービスを浸透さ
せ、JR東日本グループへのエンゲージメントの向上に役立
てたい狙いがあります。JR東日本グループのサービスを使っ
ているという意識を強く持っていただくとともに、「JRE 
BANK」をグループの幅広いサービスを知っていただく入口
として位置付け、鉄道のご利用以外にも駅ビルでのお買い

物、ホテルの宿泊など、グループのサービスをご利用いただ
くためのきっかけづくりを仕掛けていきます。お客さまを引き
込むことができれば、それはグループの成長につながる好
循環を生み出します。

「JRE BANK」の特典を通じて、心豊かな生活の実現に貢献
する
　「JRE BANK」の立ち上げにあたって、お客さまに喜んで
いただける特典を検討した際、当初はポイント還元や手数
料割引など現金相当の特典が最も喜ばれるのではないかと
考えましたが、最終的にはグループのサービスを目玉の特
典として打ち出しました。まさにグループの総合力を発揮し
た特典です。結果としては、これが非常に好評でした。私た
ちが提供する商品・サービスを活用した「特典」に付加価値
の高さを見出していただき、これほど喜んでいただけるのは
大変うれしいことです。これらの特典は、お客さまの生活の
選択肢を広げることを可能にします。例えば、帰省や旅行の
きっかけになったり、お誕生日にホテルでちょっとリッチな
ディナーをしたり、お客さまとそのご家族、周囲の方の心豊
かな生活の実現にも貢献できると思います。
　また、新規参入にもかかわらず、多くのお申し込みをいた
だけているのは、私たちが持つ信頼のブランドも影響してい
ると考えています。毎日の安全安心な鉄道の運行の積み重
ねによって得られたお客さまからの信頼を基盤として、JR東
日本グループが提供する金融サービスにも安全性を見出し
ていただけるからこそ、お客さまの大切な資産をお預けいた
だけるのではないかと思います。

「JRE BANK」をJR東日本グループのJRE POINT生活圏を
支える柱に育てていく
　「JRE BANK」は大変ご好評をいただいており、当初計画
を上回るお申し込み状況となっています。当面は需要の高さ
にお応えできるよう、継続して基盤を整えていきます。大切な
お客さまに末永く「JRE BANK」をお使いいただくため、特
典を受けるための条件などの周知も徹底し、喜んでいただ
けるサービスづくりを進めます。加えて、「JRE BANK」の認
知度をさらに高め、口座の契約数を増やしていくことをめざ
し、必要に応じた新たな施策も検討していきます。
　中長期的には、「JRE BANK」が、金融サービスを通じて
JRE POINT生活圏の拡大を支える柱になるよう育てていき
たいと考えています。「JRE BANK」の誕生によって、グルー
プが提供する決済手段の中に、前払いのSuica、後払いの
クレジットカードに加えて、デビットカードによる即時払いの
選択肢が追加されました。これにより、お客さまからの多様
なニーズにお応えすることができます。今後もお客さまとJR
東日本グループのエンゲージメントを高めながら、グループ
の成長につなげていきます。

価値創造事例　

「JRE BANK」をJR東日本グループの
幅広いサービスを知っていただく 
入口として機能させ、お客さまとの 
エンゲージメント構築につなげる

ネットバンクサービス「JRE BANK」 

株式会社ビューカード
リテール事業部 兼 JRE BANK推進部　課長

久保　輝明

「JRE BANK」はJR東日本グループにとって初のネットバンクサービスへの参入となりましたが、予想以上のお申し込みを
いただくほど好調なスタートを切りました。前例のない挑戦への裏側とその成功の背景に迫ります。

成長戦略
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成長戦略

人材戦略

主体的に業務を変革し事業フロンティアを広げていく多様な人材の育成を
通じた二軸経営の実現
　JR東日本グループの成長の原動力は、「社員一人ひとりの力」です。私たちは、社
員の多様な意欲・挑戦に応え、成長を後押しするさまざまな取組みを推進しています。
社員が新たな挑戦を通じ自らを成長させ、その成長がグループの成長に結び付くとい
う好循環を拡大し、「社員と会社の新たなエンゲージメント」を創出していくことが、私
たちの人材戦略の基本です。具体的には、人材戦略を「変革2027」達成に向けた重
要な戦略の一つとして位置付けたうえで、モビリティにおいては現場の最前線で創意
工夫を発揮できる生産性の高い働き方の実現をめざすとともに、重点成長分野におい
ては人的資本を集中的に投入し、二軸経営を実現していきます。
　私たちは「変革2027」においてすべての社員を主役と位置付けています。そのため
に、社員が仕事を通じて達成感や充足感を味わい、「働きがい」を実感できるよう、ま
た、労働条件の向上等を通じて社員が「働きやすさ」を実感できるよう取り組んできま
した。さらに、より多様な価値観を持った多様な人材が活躍することが、当社の成長を
牽引すると考え、DE＆I経営を推進しています。人物本位の柔軟な人事運用を行うとと
もに、多様な人材が活躍できるよう、個々人にあわせた成長の機会をつくります。この
ような取組みを通して働きがいの向上と生産性の向上とのより高度な次元での両立を
めざしています。

執行役員
人財戦略部長

井口　亮資

人材戦略でめざす姿
　これまでの間、 「変革2027」の実現に向け、柔軟な働き方
の実現や、現業機関への権限委譲と業務移管等を通じた社
員の活躍フィールド拡大に向けたさまざまな人材施策を実施
してきました。引き続きグループすべての社員を主役と位置付
け働きがいを創出し、人的資本の価値を高め、社員とグルー
プの持続的な成長につなげていきます。また、社員一人ひと
りが技術力や専門性を存分に発揮できる新たな人材戦略の
検討を進めています。「多様性」「柔軟性」「成長」の観点を軸
に据えながら「働きがい」と「働きやすさ」の向上をめざします。
　社員の挑戦を後押しするさまざまな施策を進めることによ

乗り越えるべき課題とそのための人材施策の方向性
　社員と会社の関係性の変化に対応し、「社員と会社の新たなエンゲージメント」を創出し経営戦略を推し進めるために、仕
事・働き方・職場の進化の3つの側面から、乗り越えるべき課題を8つに整理しました。
　8つの課題を乗り越えるため、「技術の追求」「高い専門性」「多様な役割」「柔軟な働き方」を重要なポイントとして5つの人
材施策を推進していきます。

乗り越えるべき課題 重要な
ポイント

重点成長分野への人材配置  2027年度目標 累計2,000人以上

経験者採用の強化
　通年選考・通年入社化、採用
チャネルの多角化等により、高い
専門性を有する人材を積極的か
つ柔軟に採用していきます。
　また、キャリアアップをめざして
当社から転職していった方に当社
に戻ってきていただく「ウェルカム
バック採用」も実施しています。

ジョブ型人事運用の開始
　重点成長分野の事業を強
力に推進するため、指定した
事業領域に限定し活躍する
「ジョブ型人事運用」を2024
年度から開始しています。

（ジョブ型人事運用の適用領域）
○開発・不動産　
○Suicaサービス　
○データマーケティング
○次世代モビリティ共通化
○メンテナンスビジネス
○通信ビジネス
○エネルギー事業

人材戦略のKPI（一例）

①人材ポートフォリオ変革
重点成長分野への人材配置：累計2,000人以上

②エンゲージメント
重要なエンゲージメント項目を整理するとともに、
調査手法を確立する。

③ＤＥ＆Ｉ
・管理職に占める女性比率：10％以上
・男性社員の育児休職等取得率：85％以上　等
⇒一般事業主行動計画（P.91）

④健康経営
定期健康診断受診率：100％
高ストレス者割合：10％以下　等
⇒JR東日本グループ健康ビジョン2029（P.96）

人材施策

ＤＥ＆Ｉ経営の推進 
社員の多様性を拡大、公平性を確保、 
組織の包摂性を醸成

仕事の質の抜本的な向上 
技術の活用やしくみ等の見直し 
成長と能力発揮のしくみづくり

柔軟な人材配置 
現場の体制強化 
重点成長分野の人材シフト・高スキル人材 
の獲得

採用・運用・育成体系の再構築 
高い専門性と多様な役割の両面から 
自律的なキャリア形成

新たな人事制度 
意欲ある社員の取組み・成果に応える 
制度に再設計

技
術
の
追
求
、高
い
専
門
性

多
様
な
役
割
、柔
軟
な
働
き
方

仕事の進化仕事の進化

働き方の進化働き方の進化

職場の進化職場の進化

③自律的なキャリア形成

⑥ＤＥ＆Ｉの浸透

①安全とサービスの持続的レベルアップ

②活躍フィールドの拡大

④価値創造への挑戦

⑦柔軟な人材配置

⑤制約の緩和・解消

⑧人物本位の人事運用

①人材ポートフォリオ変革

②エンゲージメント

　JR東日本で働く全社員を対象にエンゲージメント調査
を実施しています。2023年度の結果では、「ワークエン
ゲージメント（WE）※1」「エンプロイーエンゲージメント 
（EE）※2」ともに、2022年度と比較するとポジティブ回答割
合が微減しました。当社では、2024年度から調査項目を
充実させ、より多面的に社員のエンゲージメント状態を把
握し、人材施策などに適切に反映していきます。
※1 主体的に仕事に取り組んでいる心理状態
※2 組織に対する自発的な貢献意欲

高
ス
キ
ル
人
材
の
積
極
的
な
獲
得

退
職
者
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構
築

【
企
画
部
門
】

【
現
業
機
関
】

【モビリティ領域】

【生活ソリューション領域】

重点・成長分野へシフト
（累計2,000人以上※採用含む）

マネジメント体制の充実

柔
軟
で
安
定
的
な
新
卒
採
用
の
継
続

ウェルカム
バック採用

ウェルカム
バック採用

社
内
人
材
の
活
用

外
部
人
材
の
確
保

公募制異動実績
（件）

’13 ’14 ’15 ’16 ’17 ’18 ’19 ’20 ’21 ’22 ’23

324

37

社員と会社の新たなエンゲージメント
地域社会の発展に貢献し、すべての人の心豊かな生活を実現

「二軸による経営」を通じた
持続的な価値の提供・創出

グループ社員一人ひとりの「働きがい」と「働きやすさ」の向上

主体的に業務を変革し
事業フロンティアを広げていく多様な人材

社員の多様な意欲・挑戦に応え、成長を後押しする「ヒト起点」の人材戦略の推進

仕事の進化

社員・家族の
幸福の実現

社員と会社の
ベクトルが一致

社員の成長 会社の成長

職場の進化働き方の進化
信頼

挑戦 成長

技術力や専門性を高め
成果につなげたい

技術士等の資格を取得
して仕事に活かしたい

育児と両立しながら
幅広く活躍したい

評価フィードバックを
もっと充実してほしい

所定勤務時間内で企画
業務にも挑戦したい

手取りが減る心配なく
多様な役割を担いたい

日勤を主体に社外とも
連携しながら働きたい

将来のキャリアについて
管理者ともっと話したい

 ポジティブ回答　  ネガティブ回答

（WE）
2023年度

（WE）
2022年度

（EE） 
2023年度

（EE） 
2022年度

0 4020 60 80 100

76.8% 23.2%

78.7% 21.3%

71.9% 28.1%

73.0% 27.0%

り社員一人ひとりの成長期待にしっかりと応え、「社員と会
社の新たなエンゲージメント」を創出していきます。

ワークエンゲージメント・エンプロイーエンゲージメントの推移
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成長戦略

DX・知的財産戦略

DXによる価値創造の実現に向けて
　生成AIなどデジタル技術の活用が世の中に急速に広まってきています。グループの
さらなるDX推進に向けて、データ活用や人材育成などを強力に推進していく必要があ
ります。「Digital & Data イノベーションセンター（DICe）」や「DXプロ」を中心として、
デジタルリテラシーの向上や風土醸成を進めていきます。またデータ・AIのガバナン
ス強化に重点を置き、データや生成AIの適切な利活用ができる環境を整えていきます。
　ビジネスを支えるプラットフォームの実現にあたっては、これまで個別最適でつくら
れてきた各システムを最新のテクノロジーやアーキテクチャを適用し、全体最適なシス
テム構造へとつくり変えることで、ビジネスの変化に柔軟に対応できるよう、システム
のモダナイゼーションを進めていきます。
　研究開発分野においては、「生産年齢人口減少」「エネルギー・環境問題」「激甚化し
ている自然災害対策」などグループの置かれている経営課題や現場の課題を解決す
べく、時代を先取りした研究開発に取り組んでいきます。
　これらのイノベーションを収益につなげるためには、知的財産を意識することが重要
です。知的財産を適切にマネジメントしながら、オープンイノベーションによる社外との
連携により、新たな価値の創造や業務変革を加速し、企業価値を高めていきます。

代表取締役副社長
イノベーション戦略本部長

伊勢　勝巳

知的財産戦略

中長期的にめざす姿
　DXによる価値創造に向けて、2023年度に「イノベーション戦略本部中長期計画」を策定しました。イノベーションの推進基
盤として、デジタル人材の育成、システムやデータ基盤の整備、オープンイノベーションによる社外との連携や事業戦略に寄り
添った知的財産戦略を進めていきます。そして、お客さまへの新たな価値の提供や業務の効率化を進めることで、すべての人
の「心豊かな生活」の実現をめざします。

Digital & Data イノベーションセンターの設置
　「デジタル・データの価値を最大化し、
全てのヒトに届ける」をミッションとして、 
2023年10月に設置しました。アジャイ
ル開発の推進、データ・AIのガバナンス
及び利活用を推進しています。

成果の一例
①社内文書をチャット形式で問い
合わせると回答する「生成AI文書
検索システム」の開発・導入
②専用設備や人手のいらない電話
自動音声アシスタント「どこトレダイ
ヤル」 の開発・試行

システムのモダナイゼーションの取組み
　当社グループで
は約2,000のシステ
ムが稼働しています。
長年にわたる改修
の積み重ねにより肥
大化・複雑化しつつ
あるシステム構造を
最新のテクノロジーやアーキテクチャを適用し、全体最適な
構造につくり変え、ビジネスの変化に柔軟に対応できるよう
にする取組み「システムモダナイゼーション」に着手しました。
　ビジネスサイドとシステムサイド及びグループ会社が一体
となり議論を重ね、経営とITの整合性を取りつつ、段階的に
俊敏性と柔軟性を持つシステムアーキテクチャに刷新してい
きます。

知的財産活動についての理念・方針
【理念】
　グループ理念に基づき重要な資産である知的財産（無形
資産）をグループ一体で適切にマネジメントし、「信頼」と「豊
かさ」という価値を創造する知的財産活動を推進します。
【方針】
1． 情報（データ）と技術、ブランドを活用してネットワークの
力を高め、お客さまへの新しい暮らしの提案やイノベー
ションを支える知的財産活動を実施していきます。

2． 第三者の知的財産（無形資産）を尊重するとともに、すべ
てのステークホルダー、地域社会や国際社会からの信頼
に応えます。

知的財産のマネジメント体制　
　主に特許・意匠・技術情報を管理する「イノベーション戦
略本部 Ｒ＆Ｄユニット 知的財産センター」と、商標・著作権
を管理する「総務・法務戦略部 法務ユニット」が相互に連携
し、知的財産権の取得・活用に取り組むとともに、事業共創
等を目的とした知的財産戦略を策定し、実行しています。

知的財産活動の具体的な取組み
　知的財産センターと法務ユニットは、 「モビリティ」「生活ソ
リューション」に関する各事業について、知的財産に関する
啓発・教育、特許権や商標権等の取得による知的財産の
ポートフォリオの構築、知財人材の育成等の活動を実施して
います。
　知的財産に関する啓発・教育については、左記の理念等
に則り、定期的な研修の実施等を通じて、知的財産の適切
な取扱いについて周知・徹底を図り、社員一人ひとりが知
的財産を意識して業務を進めることができるよう、知財リテ
ラシーの向上をめざしています。
　知的財産のポートフォリオの構築については、特許等の
質を高めるという方針のもと、出願及び権利維持の要否を
判断しています。ポートフォリオの構築の事例として、当社が
取得した知的財産権の例としては以下のようなものがあり 
ます。

代表的な知的財産権の取得事例

　このように、事業に関連する知的財産権を積極的に取得
することで、事業活動の保護を図っています。今後も、すべ
ての人の心豊かな生活の実現に向け、知的財産の観点から
貢献していきます。

知的財産権の保有数、出願数の推移
（保有数） （出願数）

 保有数（特許、実用新案、意匠）（左軸）　  保有数（商標）（左軸）　
 出願数（特許、実用新案、意匠）（右軸）　  出願数（商標）（右軸）
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技術×情報×ヒトの力で社会イノベーションを実現
～ 暮らし、社会、仕事のリデザイン ～

社員体験価値（EX）
の最大化

顧客体験価値（CX）
の最大化

変革2027

危険を予測し 
リスクを最小化する

安全・安心

お客さまへ “N
今 だ け

ow, H
ここだけ

ere, M
私だけ

e” の 
価値を提供する

サービス ＆ マーケティング

エネルギーの 3Eを向上させ 
C（地域社会の発展）につなげる

エネルギー・環境
生産年齢人口 20%減を見据えた 

仕事のしくみをつくる

オペレーション &メンテナンス

現場業務のDX
～業務効率化・働き方改革～

社会変革のDX
～お客さま・社会への価値提供～

すべての人の「心豊かな生活」の実現

社内外の技術活用

人材育成 マインド醸成
• チャレンジし失敗から学ぶ
• 体験価値（UX）向上を重視する
• スピーディーかつアジャイルに取り組む

スキル向上
• レベル別・役割別の体系的な教育計画
• 各種育成プログラムの推進（JEIS大学等）
• 内製化によるデリバリー能力の向上

人材の活用
• 役割に応じたミッションとスキルの明確化
• 外部専門人材の招聘や外部との交流拡大
• スキルの定量的把握とそれに基づく運用

システム・インフラ
オープンイノベーション・知的財産戦略 システム・データ活用基盤の整備

経験や知見を
人材育成に還元

経験や知見を
人材育成に還元

外
部
の
技
術
・
知
見
・
シ
ス
テ
ム

※  イノベーションの推進については、P.89～90参照

データ連携、AI活用、 
5G、点群データ等

•  業務効率化・働き方改革を支える 
環境整備

•  デジタルによる社員自らの 
業務改善の促進

•  デジタル時代に合ったルールや 
業務の改革

•  グループ内のサービスの外部連携
による新たな価値提供

•  知見やインフラを活用した新規ビジ
ネスの創出

•  ヒト起点の開発の実現
•  ESG、SDGsへの貢献

• WaaS（Well-being as a Service）の推進
• スタートアップ等外部企業と連携し、最新技術を活用
• 海外との技術交流や大学との連携
• 事業に寄り添った知的財産戦略の推進

• IT投資の全体管理と経営との整合性の確保
• 時代に即したシステムモダナイゼーション
• データ・AIガバナンスの策定・統制
• グループ全体のセキュリティガバナンスの強化

●Ｅ8系車両の外観
　意匠登録第1676404号

● TAKANAWA GATEWAY 
CITYロゴマーク

 　商標登録第6777709号

技術革新中長期ビジョンの実現
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